
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 16日

上   場   会   社   名       タキロン株式会社 上場取引所東 大

コード番号       4215 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 大阪府

　　　　  氏　　      名　　　　　　　　　　　　　　向井寛司 TEL (06) 6267 - 2778
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 16日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000株)

１. 14年  3月期の業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 47,611 △ 13.9 888 △ 67.2 950 △ 63.5

13年  3月期 55,292 3.1 2,707 14.4 2,608 16.5

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 106 ―　　 1.37 ―　　　 0.3 1.4 2.0

13年  3月期 △ 4,848 ―　　 △ 61.61 ―　　　 △ 12.4 3.8 4.7

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    77,833,441 株　　　13年  3月期    78,698,816 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 7.00 3.50 3.50 544 510.5 1.5

13年  3月期 7.00 3.50 3.50 547 ―　　 1.5

(注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　        ―    円     銭、　特別配当　    ―    円     銭　　

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 63,355 35,617 56.2 459.25

13年  3月期 69,528 36,455 52.4 463.23

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　78,698,816 株　13年  3月期     　78,698,816 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期      　1,144,092 株　13年  3月期        　505,637 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 24,000 510 △ 300 3.50 － －

通　　期 49,000 1,500 400 － 3.50 7.00

(参考）１株当たり予想当期純利益(通期）   5 円 16 銭 
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６ ． 個  別  財  務  諸  表  等  

（ 1） 貸 借 対 照 表  
 (単位：百万円)   

 当期(平成１４年３月３１日現在) 前期(平成１３年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

流 動 資 産   ３２，８７８ ５１．９   ３８，２８２ ５５．１ △ ５，４０３ 

現  金 ・ 預  金  ２，５７０   １，４６１   １，１０９ 

受 取 手 形 １２，２２０  １４，５３７  △ ２，３１７ 

売 掛 金  ７，７０２   ９，４７０  △ １，７６８ 

有 価 証 券 １００  １，３１０  △ １，２１０ 

自 己 株 式 －  ０  △            ０ 

製  品 ・ 商  品 ４，６３２  ４，８１１  △   １７９ 

原 材 料 ６２３  ６８４  △         ６１ 

仕 掛 品 ９０６  ８８２  ２４ 

前 渡 金 ５  ２１  △    １６ 

前 払 費 用 ５１  ２２      ２９ 

短 期 貸 付 金 １，５９９  １，５６９      ３０ 

未 収 入 金 １，７４３  ２，２７６   △   ５３３ 

繰 延 税 金 資 産 ７８０  １，２８１  △   ５０１ 

その他の流動資産 ５１  １８       ３２ 

貸 倒 引 当 金 △   １１０  △    ６６  △    ４３ 

固 定 資 産   ３０，４７６ ４８．１   ３１，２４６ ４４．９ △   ７６９ 

有 形 固 定 資 産   １９，７１９  ３１．１   １９，３３９  ２７．８    ３８０ 

建       物 ６，４１９  ５，８４６  ５７３ 

構 築 物 １，２１２  １，３１５  △   １０２ 

機  械 ・ 装  置 ５，７８０  ６，０１４  △   ２３４ 

車  両・運  搬  具 ３３  ３９  △     ６ 

工 具 器 具・備  品 １，３２５  １，１６４  １６０ 

土       地 ４，０７６  ４，０７６  △     ０ 

建 設 仮 勘 定 ８７０  ８８１  △    １１ 

無 形 固 定 資 産       ６６    ０．１       ４１    ０．０       ２５ 

その他の無形固定資産 ６６  ４１  ２５ 

投 資 等   １０，６９０  １６．９   １１，８６５  １７．１  △ １，１７５ 

投 資 有 価 証 券 ３，２３９  ４，８０３  △ １，５６３ 

子 会 社 株 式 １，２４６  ７０４   ５４１ 

出 資 金 ５５  ７４  △    １８ 

長 期 貸 付 金 １３３  ２２０  △    ８７ 

差 入 保 証 金 ４２７  ４５２  △    ２５ 

長 期 前 払 費 用 ２４０  ２５５  △    １４ 

繰 延 税 金 資 産 ５，５３０  ５，２９８  ２３１ 

自 己 株 式 －  ２１９  △   ２１９ 

そ の 他 の 投 資 ６６３  ６７９  △    １５ 

貸 倒 引 当 金 △   ２３８  △   ２５２  １４ 

投 資 評 価 引 当 金 △   ６０８  △   ５９２  △    １６ 

 資  産  合  計 ６３，３５５ １００．０ ６９，５２８ １００．０  △ ６，１７３ 
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 当期(平成１４年３月３１日現在) 前期(平成１３年３月３１日現在)  

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 比  較  増 減 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債   １３，９８３ ２２．１   １９，１８６ ２７．６  △ ５，２０２ 

支 払 手 形 ３，０３６  ４，０５７    △ １，０２０ 

買 掛 金 ６，８０６  ８，８２３  △ ２，０１６ 

短 期 借 入 金 ６５０  ６５０  － 

長 期 借 入 金 

（１年以内返済） 

２  ３  △     ０ 

未 払 金 ５８４  １，０３８  △   ４５３ 

未 払 消 費 税 １５８  １８２    △    ２３ 

未 払 法 人 税 等 ２２  ６６３  △   ６４１ 

未 払 費 用 １，３８２  １，６７１  △   ２８８ 

前 受 金 ０  ２６  △    ２５ 

預 り 金 ８７２  １，３５５  △   ４８２ 

賞 与 引 当 金 ４５９  ７１４  △   ２５５ 

そ の 他 流 動 負 債 ７  ２  ４ 

      

固 定 負 債    １３，７５３ ２１．７    １３，８８６ ２０．０   △   １３２ 

長 期 借 入 金 ２０  ２７  △     ７ 

退 職 給 与 引 当 金 １３，２１７  １３，３４７   △   １３０ 

役 員 退 職 引 当 金 ２９４  ２８９  ５ 

債務保証損失引当金 ２２２  ２２２  － 
      

負  債  合  計 ２７，７３７ ４３．８ ３３，０７２ ４７．６  △ ５，３３４ 

（ 資 本 の 部 ）  ％  ％  

資  本  金   １５，１８９ ２４．０   １５，１８９ ２１．８ － 

資 本 金 １５，１８９  １５，１８９  － 

法 定 準 備 金   １５，８８４ ２５．１   １５，８５６ ２２．８       ２８ 

資 本 準 備 金 １４，６６１  １４，６６１  － 

利 益 準 備 金 １，２２３  １，１９５  ２８ 

剰  余  金   ４，８０４ ７．６   ５，２７２ ７．６  △   ４６７ 

任 意 積 立 金   ４，０３０    ４，０３０    － 

配 当 準 備 積 立 金 ２００  ２００  － 

土 地 圧 縮 積 立 金  ８０   ８０  － 

別 途 積 立 金 ３，７５０  ３，７５０   － 

当 期 未 処 分 利 益     ７７４      １，２４１   △   ４６７ 

（ うち当期利益 ） (     １０６)  ( △ ４，８４８)  (   ４，９５５) 

その他有価証券評価差額金 １６５ ０．２ １３７ ０．２ ２８ 

自 己 株 式 △    ４２７ △ ０．７ － － △   ４２７ 

資  本  合  計 ３５，６１７ ５６．２ ３６，４５５ ５２．４ △   ８３８ 

負債及び資本合計 ６３，３５５ １００．０ ６９，５２８ １００．０  △ ６，１７３ 
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（ 2） 損 益 計 算 書  

(単位：百万円)   

 当          期 前          期  
 (平成13年４月１日～14年３月31日) (平成12年４月１日～13年３月31日)  

科      目 金   額 百 分 比 金   額 百 分 比 増  減  金  額 

  ％  ％  

売 上 高 ４７，６１１ １００．０ ５５，２９２ １００．０  △ ７，６８１ 

売 上 原 価 ３４，０２７ ７１．５ ３９，０１６ ７０．６ △ ４，９８９ 

売 上 総 利 益 １３，５８４ ２８．５ １６，２７６ ２９．４ △ ２，６９２ 

販 売 費 ･ 一般管理費 １２，６９５ ２６．７ １３，５６９ ２４．５ △   ８７３ 

営  業  利  益    ８８８   １．８    ２，７０７   ４．９   △ １，８１８ 

営 業 外 収 益 ４２８  ４０９  １９ 

受取利息・配 当 金 １２８  １４６  △    １８ 

雑 収 入 ３００  ２６２      ３７ 

営 業 外 費 用 ３６５  ５０８  △   １４２ 

支払利息・割 引 料 ２６  ３１  △     ４ 

雑 支 出 ３３８  ４７６  △   １３７ 

経  常  利  益    ９５０   ２．０    ２，６０８   ４．７   △ １，６５７ 

特 別 利 益 ４８５  ２，１９３   △ １，７０７ 

特 別 損 失 ９３１  １３，１６３  △１２，２３２ 

税引前当期純利益又は純損失(△)  ５０５ １．１  △ ８，３６１ △ １５．１ ８，８６７ 

法人税･住民税及び事業税 １５０  １，２００  △ １，０５０ 

法 人 税 等 調 整 額 ２４８  △ ４，７１２  ４，９６１ 

当期純利益又は純損失(△)   １０６ ０．２   △ ４，８４８ △   ８．８ ４，９５５ 

前 期 繰 越 利 益 ９４０  ６，３９１  △ ５，４５１ 

中 間 配 当 額 ２７２  ２７３  △     １ 

利益準備金積立額 －  ２７  △    ２７ 

当 期 未 処 分 利 益     ７７４      １，２４１   △   ４６７ 

 

 

（ 3） 利 益 処 分 案  

 (単位：百万円)   

科       目 当      期 前      期 増 減 金 額 

当 期 未 処 分 利 益   ７７４   １，２４１  △   ４６７ 

計 ７７４ １，２４１ △   ４６７ 

これを次のとおり処分します。    

利  益  準  備  金 ―   ２８ △    ２８ 

利  益  配  当  金 ２７１ ２７３ △     ２ 

 (１株につき３円50銭） (１株につき３円50銭)  

計 ２７１ ３０１ △    ３０ 

次  期  繰 越  利  益   ５０２   ９４０ △   ４３７ 

（注）平成１３年１２月１０日に２７２百万円(１株につき３円50銭)の中間配当を実施しました。 
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注記事項 
(貸借対照表関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ５４，１１９ 有形固定資産の減価償却累計額 ５２，０５９ 

２． 受 取 手 形 割 引 高 ５２１ 受 取 手 形 割 引 高 １，００９ 

３． 保 証 債 務 １，００２ 保 証 債 務 １，１５０ 

(損益計算書関係) 

  ( 当     期 )  ( 前     期 ) 

  (百万円)  (百万円) 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，３５５ 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 ３，６８１ 

 従 業 員 給 料 ２，３７８ 従 業 員 給 料 ２，４５６ 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２０２ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３００ 

 退 職 給 付 費 用 ５３５ 退 職 給 付 費 用 ５３８ 

 研 究 開 発 費 ９８５ 研 究 開 発 費 ９３１ 

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   

  ９８５  ９３１ 

３ 特別利益の主な内訳    

 過 去勤務債務償却益 ４８５ 過去勤務債務償却益 ２，１８７ 

 特別損失の主な内訳    

 固 定 資 産 処 分 損 ３８ 固 定 資 産 処 分 損 ４３ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 ８ 退職給付会計基準変更時差異 １１，２２４ 

 投資評価引当金繰入額 １６ 子 会 社 整 理 損 １，３１２ 

 投 資有価証券評価損 ７２４ 投資有価証券評価損 １９８ 

 会 員 権 評 価 損 １６ 会 員 権 評 価 損 ５１ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５５ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２０５ 

 特 別 退 職 金 ７２   

（ 重要な会計方針 ） 

イ．資産の評価基準及び評価方法 

l たな卸資産 

製        品 ： 総平均法による低価法 

商        品 ： 移動平均法による低価法 

原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 総平均法による原価法 

l 有価証券(投資を含む) 

子会社及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

ロ．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法（但し、千歳工場は定額法） 

 ： 但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月1日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 

 ： 但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 ： 定額法 
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ハ．引当金の計上の方法 

貸  倒  引 当 金 ： 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実情

を勘案して必要と認められる金額を計上しております。 

賞   与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額を

計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上

しております。 

過去勤務債務については、発生年度において一括して費用から減額処理す

ることとしております。 

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(１５年)による按分額を翌期より費用処理すること

としております。 

役 員 退 職 引 当 金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、退職慰労金規定にもとづく期末要支給額を計上しております。 

債務保証損失引当金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、関係会社等への債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。 

ニ．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。 

ホ．消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

追加情報 

（希望退職者の募集） 

平成14年4月1日開催の取締役会において、構造改革を積極的に推進し更なる収益改善を図るために、50歳以上58歳以下の社員を対

象に、70名の希望退職者の募集（平成14年5月20日を退職日として、平成14年4月8日から4月19日まで）を行なうことを決議いたしま

した。なお、その結果68名の応募があり、当該事象の損益に与える影響として、特別加算金（約10億円）が発生いたしますが、平成

15年3月期において特別損失として全額計上する予定をしております。 

 

（自己株式の表示） 

前期まで資産の部の流動資産（前期末残高521千円）及び固定資産の投資等（前期末残高219,970千円）に表示していた「自己株

式」は、計算書類規則の改定により、当期より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示ております。 
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① リース取引関係 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

(百万円) 

 （当  期）  （前  期）  

取得価額相当額 ２，６５０ ２，４５３ 

減価償却累計額相当額 １，７７２ １，６５７ 

期末残高相当額 ８７７ ７９５ 

上記の金額のうち、主なものは、「工具器具・備品」であります。 

 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

(百万円) 

 （当  期）  （前  期） 

１年以内 ３４６ ３４７ 

１年  超 ５３１ ４４８ 

合    計 ８７７ ７９５ 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

(百万円) 

 （当  期）  （前  期） 

支払リース料 ３６４ ３５３ 

減価償却費相当額 ３６４ ３５３ 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

※  上記注記は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

 

② 有価証券( 子会社及び関連会社株式)  

 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

③ 税効果会計 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  ( 当     期 ) ( 前     期 ) 

 （繰延税金資産） (百万円) (百万円) 

 退職給付与引当金 ４，５５８ ４，５７６ 

 子会社整理損 ５４７ ８８７ 

 投資評価引当金 ２５５ ２４８ 

 投資有価証券 ４８４ ２０１ 

 その他 ６２３ ８２３ 

 繰延税金資産合計 ６，４６９ ６，７３８ 

 （繰延税金負債）   

 その他有価証券評価差額金 ９９ ９９ 

土地圧縮積立金 ５８ ５８ 

繰延税金負債合計 １５８ １５７ 

 繰延税金資産の純額 ６，３１０ ６，５８０ 
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７．役 員 の 異 動  
（平成１４年６月２７日付予定） 

１． 代表者の異動 

   （該当なし） 

 

２．その他役員の異動 

（１）新任予定取締役 

  わ    け  たみ  ゆき   

常 務 取 締 役
  
和  氣

  
民 幸

  
（現 常務執行役員）

 

  や ま き ど  まさ   よし   

常 務 取 締 役
  
山 木 戸

  
正 義

   
（現 常務執行役員）

 

  む ら   た  み つ   お   

取締役 (非常勤)
  
村 田

  
光 生

  
（現 伊藤忠商事株式会社 生活資材・化学品カンパニ

ー化学品部門長代行）
 

 

（２）退任予定取締役 

  む か    い  ひ ろ   し   

常 務 取 締 役
  
向 井

  
寛 司

   

 

（３）辞任予定取締役  （該当なし） 

 

（４）昇格予定取締役  （該当なし） 

       

（５）新任予定監査役     

  み   や け  つ ね   お   

監 査 役
  
三 宅

  
恒 夫

  
（現 参与 管理本部長付）

 

  はら     ゆき  ひこ   

監査役 (非常勤)
  
原
  幸 彦  （現   執行役員） 

  おに  つか  りゅうのすけ   

監査役 (非常勤)
  
鬼 塚

  
龍 之 介

  
（現 伊藤忠商事株式会社 生活資材・化学品経営管理

部長代行）
 

 

（６）退任予定監査役 

  おお  うら  み   よし   

監査役 (非常勤)
  
大 浦

  
實 良

  
 
 

  みつ  やす   あ き ら   

監査役 (非常勤)
  
光 安

  
明
  
 
 

 

（７）辞任予定監査役 

  う え   だ  まさ  のり   

監 査 役
  
植 田

  
眞 則

  
 
 

 

（８）新任予定執行役員  （該当なし） 

       

（９）退任予定執行役員 

  わ    け  たみ  ゆき   

常 務 執 行 役 員
  
和  氣

  
民 幸

   

  や ま き ど  まさ   よし   

常 務 執 行 役 員
  
山 木 戸

  
正 義

    

  はら   ゆき  ひこ   

執 行 役 員
  
原
  幸 彦   

 

（10）昇格予定執行役員 

  おお   え  のり ふみ   

常 務 執 行 役 員
  
大 江

  
憲 文

 
 （現 執行役員）

 

 


